
69

１ 計画の推進体制

(1) 庁内連携による取組の推進

本計画を実効性あるものとして推進していくため、庁内関係部局で組織する「静

岡県地域福祉支援計画策定・推進本部」、外部の有識者・専門家で構成する「静岡

県地域福祉支援計画評価委員会」の開催等を通じ、連携して取組を推進していき

ます。

毎年、数値目標等を基準に施策の成果や進捗状況を管理し、県ホームページに

公表します。

（2）外部会議等を活用した意見聴取

本計画の「静岡県地域福祉支援計画策定委員会」、「静岡県地域福祉支援計画評

価委員会」、学識経験者や社会福祉団体等の代表で構成される「静岡県社会福祉審

議会」など、外部の構成員による会議を活用し、必要に応じて進捗状況や成果等

を報告し、計画の推進に関して意見聴取を行い、施策や個別の事業に反映します。

（3）関係機関等との情報交換等による状況把握と取組の支援

市町・市町社会福祉協議会とのブロック会議や住民、民生委員・児童委員、社

会福祉関係団体等との意見交換会等を通じて、各市町の地域福祉の現状や地域福

祉計画の推進状況等を把握します。また、地域福祉に関する先進事例の紹介、研

修会の開催等により、市町の地域福祉の推進に資する情報を積極的に提供します。

２ 目標設定と進捗管理

(1) 目標設定

市町における地域福祉計画や静岡県社会福祉協議会の地域福祉活動推進計画

による地域福祉施策、関連する各個別計画の施策の内容などを踏まえ、適切な数

値目標を設定するとともに、施策の基本方向を明確化します。

なお、関連する各個別計画で定めた数値目標の達成や施策の推進については、

それぞれの計画で推進することを基本とし、毎年の進捗状況調査等において数値

目標の内容に変更があったときはこれを見直します。

(2) 進捗管理

計画の進捗管理に当たっては、１の計画の推進体制により、策定後も本計画に

ついて、調査、分析及び評価を行うよう努め、必要に応じて、本計画を見直すも

のとします。

第３章 計画の推進
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３ 数値目標

数値目標については、成果指標と活動指標に分け、55 項目としました。

※関連する各個別計画からの指標については、各個別計画の更新時に合わせ、本計画の指標を見

直します。

大

柱
項 目

現 状 目 標
備 考

年 度 実 績 年 度 目標値

Ⅰ
困っている人を見かけた際に声

をかけたことがある県民の割合
Ｒ４ 31.3% Ｒ７ 40.0%

県民

生活課

Ⅱ 県民の地域活動への参加状況 Ｒ４ 79.5% Ｒ７
87.0%以上

（毎年度）

地域

振興課

Ⅲ
包括的相談支援体制の整備を

行った市町数
Ｒ４ 21 市町 Ｒ６ 35 市町

福祉長寿

政策課

中

柱
項 目

現 状 目 標
備 考

年 度 実 績 年 度 目標値

１

仕事と子育て（介護）の両立支

援・職場環境づくりに取り組んで

いる企業の割合

Ｒ４ 88.5% Ｒ７
95%

（毎年度）

労働雇用

政策課

１

次世代育成支援対策推進法に

基づく一般事業主行動計画を策

定した中小企業数

Ｒ４ 2,416 社 Ｒ６ 2,600 社
労働雇用

政策課

１ 人権啓発講座等参加人数 Ｒ４ 18,501 人 Ｒ７
30,000 人

（毎年度）

人権同和

対策室

２
小中学校における地域学校協

働本部整備率（学校数）
Ｒ４

72%

(344/475 校)
Ｒ７ 85%

社会

教育課

Ⅰ 共生の意識づくり

指標一覧

成果指標

活動指標活動指標



71

中

柱
項 目

現 状 目 標
備 考

年 度 実 績 年 度 目標値

２ 人づくり地域懇談会参加者数 Ｒ４ 25,774 人 Ｒ７
20,000 人

（毎年度）

総合

教育課

２
地域学校協働活動推進員等養

成講座受講者数
Ｒ４ 56 人 Ｒ８

40 人

（毎年度）

社会

教育課

２
家庭教育支援員等養成研修会

参加者数
Ｒ４ 25 人 Ｒ８

80 人

（毎年度）

社会

教育課

３

地域や社会をよりよくするために

何をすべきかを考えることがある

という児童生徒の割合

Ｒ４
小学生 51.7%

中学生 43.2%
Ｒ８

小学生 55%

中学生 45%

義務

教育課

３

県立高等学校（全日制等）のうち

保育・介護体験を実施している

学校の割合

Ｒ４ 53.3% Ｒ７
100%

（毎年度）

高校

教育課

３

「共生・共育」の推進に向け、

居住地域での交流を実施した

児童生徒の数

Ｒ４
実施人数

948 人
Ｒ７

実施人数

1,500 人

特別支援

教育課

３
教育活動において、外部人材を

活用した学校の割合
Ｒ４

小学校 99.0%

中学校 97.6%

高等学校 99.1%

特別支援学校

94.7%

Ｒ８
100%

（毎年度）

社会

教育課
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中

柱
項 目

現 状 目 標
備 考

年 度 実 績 年 度 目標値

１
地域福祉コーディネーターの

養成者数
Ｒ４ 24 人 Ｒ８

30 人

（毎年度）

福祉長寿

政策課

１
「しずおか子育て優待カード事

業」協賛店舗数
Ｒ５ 6,904 店舗 Ｒ６ 8,200 店舗

こども

未来課

１
市町における地域の青少年声

掛け運動実施率
Ｒ４ 100% Ｒ７

100%

（毎年度）

社会

教育課

1 「通いの場」設置数 Ｒ３ 4,665 箇所 Ｒ７ 6,100 箇所
健康

増進課

１
コミュニティカレッジ修了者数

(平成25年度までの累計640人)
Ｒ４ 累計 1,259人 Ｒ７ 累計 1,440人

地域

振興課

２ 民生委員・児童委員の充足率 Ｒ４ 97.0% Ｒ８
100%

（毎年度）

地域

福祉課

２
ふじさんっこ応援隊の参加

団体数
Ｒ４ 2,133 団体 Ｒ６ 5,500 団体

こども

未来課

３
静岡県ゆずりあい駐車場制度の

民間協力施設数
Ｒ４ 1,152 施設 Ｒ６ 1,200 施設

福祉長寿

政策課

３

県内の乗降客数 2,000 人/日以

上の鉄道駅のユニバーサルデ

ザイン化の割合

Ｒ４ 86.2% Ｒ７ 100%
地域

交通課

３
バリアフリー対応バス車両の

導入率
Ｒ３ 87.0% Ｒ６ 88.8%

地域

交通課

３
ユニバーサルデザイン情報発信

回数
Ｒ４ 216 回 Ｒ７

180 回

（毎年度）

県民

生活課

３
心のＵＤを促進する講座の実施

回数
Ｒ４ 48 回 Ｒ７

40 回

（毎年度）

県民

生活課

４
地域防災力強化人材育成研修

受講者（累計）
Ｒ４ 31,732 人 Ｒ7 30,000 人

危機

情報課

４

優先度が高い避難行動要支援

者の個別避難計画の作成が完

了した市町数

Ｒ４ 11 市町 Ｒ８ 全市町
健康福祉部

企画政策課

４ 刑法犯認知件数 Ｒ４ 14,269 件 Ｒ７
12,000 件

以下

く らし交通

安全課

Ⅱ 共生の地域づくり
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中

柱
項 目

現 状 目 標
備 考

年 度 実 績 年 度 目標値

１

自立し社会参加していると感じ

ている障害のある人の割合

（５年毎の調査）

Ｒ２ 48.3% Ｒ６ 70.0%
障害者

政策課

１ 保育所等待機児童数 Ｒ５ 5 人 Ｒ６
0 人

（毎年度）

こども

未来課

１ 放課後児童クラブ待機児童数 Ｒ４ 803 人 Ｒ６
0 人

（毎年度）

こども

未来課

１ 延長保育実施箇所数 Ｒ３ 706 箇所 Ｒ６ 750 箇所
こども

未来課

１
福祉施設の入所者の地域生活

への移行（各計画期間の累計）
Ｒ４

166 人

(Ｒ２～４)
Ｒ８

211 人

(Ｒ５～８)

障害者

政策課

１
福祉施設から一般就労へ移行

した障害のある人の数
Ｒ４ 460 人 Ｒ８ 773 人

障害者

政策課

１ 障害者雇用率 Ｒ４ 2.32% Ｒ７ 2.7%
労働雇用

政策課

１
シルバー人材センターの就業

延人員
Ｒ４

1,984,472

人日
Ｒ８

2,350,000

人日以上

労働雇用

政策課

１ 地域生活支援拠点等設置数 Ｒ４ 17 箇所 Ｒ７ 24 箇所
障害者

政策課

１

障害のある人を受け入れてい

る介護サービス事業所（基準該

当登録事業所数）

Ｒ４ 65 箇所 Ｒ７ 90 箇所
障害者

政策課

１ 再犯者率 Ｒ４ 44.7% Ｒ７ 45.0%以下
くらし交通

安全課

２

就労支援事業等に参加した者

のうち、就労した者及び就労に

よる収入が増加した者の割合

Ｒ４ 37.4% Ｒ７ 50.0%
地域

福祉課

２
人口 10 万人当たり

ホームレス数
Ｒ４ 1.31 人 Ｒ８

４人以下

（毎年度）

地域

福祉課

２ 自殺による死亡者数 Ｒ４ 605 人 Ｒ７ 500 人未満
障害

福祉課

Ⅲ 福祉の基盤づくり
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※関連する各個別計画からの指標については、各個別計画の更新時に合わせ、本計画の指標を見

直します。

中

柱
項 目

現 状 目 標
備 考

年 度 実 績 年 度 目標値

３
成年後見制度利用促進研修

参加人数
Ｒ４ 1,312 人 Ｒ８

900 人

（毎年度）

地域

福祉課

３

権利擁護の地域連携ネットワ

ークの中核となる機関の整備

市町数

Ｒ４ 31 市町 Ｒ６ 35 市町
地域

福祉課

４ 介護職員数 Ｒ４ 55,567 人 Ｒ８ 56,688 人
介護

保険課

４ 介護支援専門員数 Ｒ４ 5,333 人 Ｒ８ 5,627 人
介護

保険課

４
ＥＰＡ、特定技能等による外国

人介護職員の県内受入者数
Ｒ４ 559 人 Ｒ８ 1,370 人

介護

保険課

４ 相談支援専門員養成数 Ｒ４ 137 人 Ｒ７
120 人

（毎年度）

障害者

政策課

４

県立高等学校（全日制等）のう

ち保育・介護体験を実施してい

る学校の割合

Ｒ４ 53.3% Ｒ７
100%

（毎年度）

高校

教育課

４
社会福祉人材センターにおける

就職者数
Ｒ４ 668 人 Ｒ８

1,000 人

（毎年度）

地域

福祉課

４
社会福祉人材センター研修

受講者数満足度割合
Ｒ４ 99.6% Ｒ８

95％以上

（毎年度）

地域

福祉課

５
福祉サービスの第三者評価

受審数（累計）
Ｒ４ 602 施設 Ｒ８ 770 施設

福祉

指導課

５
社会福祉事業者定期指導

実施率
Ｒ４ 65.3% Ｒ８

100%

（毎年度）

福祉

指導課

５
介護サービス情報公表

事業所の割合
Ｒ４ 99.3% Ｒ７

100%

（毎年度）

福祉

指導課


